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 not be under punishment by suspension

of designated contractor status.

 on appraisal of the price tendered, no

levy is imposed based on the special mea‑

sures law concerning the procurement of

renewable electric energy by electrical

power companies, fuel regulation, or pho‑

tovoltaic generation promoting levy.

 Have registered in accordance with arti‑

cle 22 of the Electricity Utilities Industry
Law.

 Fulfill the requirement mentioned in the

tender manual that are stated from the

viewpoint of reducing CO２.

 Time limit for tender : 17 : 00, July 29

2020

 IC card is needed in case of using the

electronic bidding system. For your certifi‑

cate : https://www.geps.go.jp/

 Contact for the notice : Yumiko Morii,

Bid Examination Section, Finance Division,

Finance and Supply Department, The Ja‑

pan Coast Guard School 2001 Aza Na‑

gahama, Maizuru‑city, Kyoto 6258503 Ja‑
pan. TEL 0773623520 ex. 225

３ 入札手続等
 担当部局 〒9040295 沖縄県中頭郡嘉手
納町字嘉手納290９ 沖縄防衛局総務部会
計課会計係 電話0989218181（133）
 入札説明書等の交付期間等 令和２年６月
11日から令和２年８月17日まで（行政機関の
休日を除く。）の毎日、午前９時から午後５時
まで（ただし、正午から午後１時までの間を
除く。）、担当部局にて上記２に掲げる競争
参加資格の格付けを受けている者又は取得見
込者に対し交付する。
 入札及び開札の日時等 令和２年８月19日
午前10時00分（ただし、郵送等による入札に
ついては、令和２年８月18日午前中）沖縄防
衛局４階講堂１

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshinori TANAKA, Di‑

rector General, Okinawa Defense Bureau,

Ministry of Defense

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 27

 Subject matter of the contract : Updates

of automatic measuring equipment for

lease fee on provided facilities.

 Express your interests in the bid by re‑

ceiving a written instruction at the office in

charge of the bid between 9 : 00 and 17 : 00

(except 12 : 0013 : 00), from Tuesday 11th
June 2020 to Monday 17th August 2020, ex‑

cluding public office holidays.

 The bidding and bid‑opening will take

place at the Auditorium (No 1), on the 4th

floor of Okinawa Defense Bureau at 10 : 00

hours on 19th August 2020 (Wednesday).

(Bidding by mail must arrive no later than

12 : 00, Tuesday on 18th August 2020)

 Office in charge : Accounting unit, Ac‑

counting Division, Administration Depart‑

ment, Okinawa Defense Bureau Address :

2909, Aza‑Kadena, Kadena‑cho, Naka‑
gami‑gun, OKINAWA, 9040295 Tel :

0989218181 (ext. 133)

２ 参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 平成31・32・33年度及び令和１・２・３年
防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて次に示す等級に格付され関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
上記１「物品の製造」又は「物品の販

売」でＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ
上記１～「物品の製造」又は「物品
の販売」でＡ、Ｂ又はＣ
上記１「物品の製造」又は「物品の販
売」でＡ、Ｂ又はＣ

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年６月 11 日

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長 田中 利則

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 47
１ 業務内容等
 品目分類番号 14、27
 業務名 提供施設等借料計算事務システム
改修等業務
 履行場所 仕様書のとおり
 業務内容 本業務は、土地賃借料の計算並
びに算定調書等（帳票）の作成のための提供
施設等借料計算システムの改修及び機器調達
を行うものである。
 履行期間 契約締結日から令和３年３月31
日まで

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 令和１・２・３年度防衛省所管の競争参加
資格（全省庁統一資格）において、資格の種
類が「役務の提供等」でＡ又はＢの格付けを
受け、ソフトウェア開発の営業品目（業種）
及び九州・沖縄地域に競争参加資格を有する
者であること。
 個人情報保護については、財団法人日本情
報処理開発協会のプライバシーマーク使用承
諾事業者又はこれと同様な認証を取得してい
る事業者であること。
 財団法人日本情報処理開発協会の情報セ
キュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）
認証取得事業者又はこれと同様な認証を取得
している事業者であること。
 沖縄県内に事業所を有していること。
 契約担当官等から取引停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。

４ その他
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付又は金融機関若しくは保
証事業会社の保証をもって契約保障金の納付
に代えることができる。また、公共事業履行
保証証券による保証を付し、又は履行保証保
険契約を行った場合は、契約保証金を免除す
る。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。

 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 契約書作成の要否 要。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 詳細は入札説明書による。
 都道府県警察から暴力団関係業者として防
衛省が発注する工事等から排除するよう要請
があり、当該状態が継続している有資格業者
については、競争参加を認めない。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年６月 11 日

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁調達事業部
調達総括官 眞弓 康次

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第６号
１ 調達内容
 品目分類番号 ９、22、31
 購入等件名及び数量
 可搬型人工呼吸器，小型 22ＥＡ
 多項目モニタ，多用途型 22ＥＡ
 内視鏡システム，ビデオスコープ式，耳
鼻咽喉・胸腔・腹腔・泌尿器用 １式
 電子内視鏡システム １式
 鋼製ドラム，内面塗装，200Ｌ，16㎜
5310ＥＡ

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 上記１の件名ごとにそれぞれ
入札に付する。落札決定に当たっては、入札
書に記載された金額に当該金額の10％に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
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